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新設分割に関する事前開示書面 

2025 年 9 月 8 日 

東京都台東区池之端一丁目 2 番 23 号 

日本電設工業株式会社 

代表取締役社長 安田 一成 

 

日本電設工業株式会社（以下「分割会社」といいます。）は、2025 年 9 月 8 日付け分割計

画書に基づき、新たに設立するＪＣｒｏｃ株式会社（本店所在地：東京都台東区、以下「新

設会社」といいます。）に対し、2025 年 10 月 1 日を分割期日（会社法第 924 条第 1 項第 1 号

ヘに基づき分割会社が定める日）として、その全事業のうちの一部である電気通信事業を承

継させる新設分割（以下「本件新設分割」といいます。）を行うことと致しました。 

会社法第 803 条第 1 項および同法施行規則第 205 条に基づき、下記の事項を本書面によ

り開示します。 

 

1. 新設分割計画の内容（会社法第 803 条第 1 項第 2 号） 

2025 年 9 月 8 日付け分割計画書の内容は、別紙「新設分割計画書」のとおりです。 

 

2. 会社法第 763 条第 1 項第 6 号から第 9 号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 205 条第 1 号イ） 

新設会社は、本件新設分割に際して 4 千株を発行し、その全てを分割会社に割当交付致し

ます。分割会社に交付される新設会社の株式の数につきましては、分割会社が新設会社の発

行する全ての株式を取得するため、これを任意に定めることができると考えられるところ、

新設会社の効率的な管理等を考慮して、上記の株式数が相当であると判断しております。 

新設会社の資本金および準備金の額につきましては、今後の事業活動等の事情を考慮し

た上で、機動的かつ柔軟な資本政策を実現させる観点から、会社計算規則に従い、別紙の新

設分割計画書第 4 条に記載のとおりとすることに致しました。当該資本金および準備金の

額は相当であると判断しております。 

 

3. 分割会社において最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他

の会社財産の状況に重要な影響を与える事象（会社法施行規則第 205 条第 6 号イ） 

該当事項はありません。 

 

4. 新設分割が効力を生ずる日以後における分割会社の債務および新設会社の債務（分割会



社が新設分割により新設会社に承継させるものに限る。）の履行の見込みに関する事項（会

社法施行規則第 205 条第 7 号） 

(1) 分割会社について 

本件新設分割の効力発生日以後における分割会社の資産の額は負債の額を上回ることが

見込まれております。また、本件新設分割の効力発生日以後において、分割会社が負担すべ

き債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予測されておりません。 

以上より、本件新設分割の効力発生日以後において、分割会社が負担すべき債務について

履行の見込みに問題がないものと判断しております。 

 

(2) 新設会社について 

本件新設分割の効力発生日以後における新設会社の資産の額は負債の額を上回ることが

見込まれております。また、本新設分割の効力発生日以後において、新設会社が負担すべき

債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は現在のところ予測されておりません。 

以上より、本件新設分割の効力発生日以後において、新設会社が負担すべき債務について

履行の見込みに問題がないものと判断しております。 

以上 

  



 

別紙 1 新設分割計画書 

新設分割計画書 

 

日本電設工業株式会社（以下「分割会社」という。）は、分割会社が営む電気通信事業（以

下「本事業」という）に関して有する権利義務を新たに設立するＪＣｒｏｃ株式会社（以下

「新設会社」という。）に承継させるために新設分割（以下「本分割」という。）を行うこと

とし、2025 年 9 月 8 日付けで、以下のとおり分割計画書（以下「本計画書」という。）を作

成する。 

 

第 1 条 （定款記載事項） 

新設会社の商号、目的、本店所在地、発行可能株式総数、その他定款で定める事項は、

別紙 1「定款」に記載のとおりとする。なお、新設会社の設立時の本店の所在場所は、東

京都台東区池之端一丁目２番１１号とする。 

 

第 2 条 （新設会社の設立時取締役、設立時監査役および設立時代表取締役） 

新設会社の設立時取締役および設立時監査役の氏名は次のとおりとする。 

設立時取締役 野口 誠一 

設立時取締役 杉田 真一 

設立時取締役 小島 哲 

設立時取締役 阿部 裕之 

設立時取締役 坂井 奈穂子 

設立時取締役 早田 雄司 

設立時監査役 佐藤 健一 

 2. 新設会社の設立時代表取締役は次のとおりとする。 

設立時代表取締役 野口 誠一 

 

第 3 条 （本分割に際して発行する株式に関する事項） 

新設会社は、本分割に際して、本分割により承継する権利義務の全部に代わる対価とし

て、普通株式４千株を発行し、その全部を分割会社に割当交付する。 

 

第 4 条 （新設会社の資本金および準備金等） 

新設会社の設立時の資本金および準備金の額は、次のとおりとする。ただし、本計画書

第６条に定める本分割の効力発生日における資産および負債の状況等により、これを変

更することができる。 

①  資本金の額     ５千万円 



②  資本準備金の額 １億５千万円 

③  利益準備金の額     ０円 

 

第 5 条 （承継する権利義務） 

新設会社は、本分割により、別紙 2「承継権利義務明細表」に記載の資産、債務その他

の権利義務（以下「分割承継資産等」という。）を承継する。ただし、分割会社の従業員

との雇用契約その他該当従業員の雇用に関する一切の契約を継承しない。また、本分割に

おいては、新設会社は、別紙 2「承継権利義務明細表」において定めるもの以外の分割会

社の債務（不法行為によって生じた債務を含むがこれに限らない）は承継しないものとす

る。 

2. 新設会社が分割会社から承継する債務については、分割会社が全て併存的債務引受をす

る。 

 

第 6 条 （分割期日および効力発生日） 

会社法第９２４条第１項第１号ヘに基づき分割会社が定める日（以下「分割期日」とい

う。）は、2025 年 10 月 1 日とする。ただし、分割期日前において、本分割の手続進行上の

必要性その他の事由により、分割会社は、これを変更することができる。 

 2. 新設会社は、会社法第９２４条第１項の登記をした日（以下「効力発生日」という。）に

成立する。 

 

第 7 条 （競業避止義務の免除） 

分割会社は、 本分割の効力発生日以降においても、本事業について競業避止義務を負

わないものとする。 

 

第 8 条 （本分割計画の変更または中止） 

本計画書作成後、本分割の効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、

分割会社の財産または経営状態に重大な変更が生じたときなどやむを得ない事由がある

場合は、分割会社は、本計画に定める条件を変更し、または本分割を中止することができ

る。 

以上 

2025 年 9 月 8 日 

 

分割会社：東京都台東区池之端一丁目 2 番 23 号 

日本電設工業株式会社 

代表取締役社長 安田 一成 

  



別紙 1「定款」 

ＪＣｒｏｃ株式会社定款 

 

第１章 総 則 

（商号） 

第１条 当会社は、ＪＣｒｏｃ株式会社と称し、英文ではＪＣｒｏｃ ＣＯ.,ＬＴＤ．と

表示する。  

 

（目的）  

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。  

（１） 電気通信事業法に定める電気通信事業 

（２） 電気通信に関する機器の研究、開発、製造、運用、保守、販売および賃貸 

（３） 電気通信に関するソフトウエアの研究、開発、製作、運用、保守、販売お

よび賃貸 

（４） 電気通信に関する市場調査およびシステムの開発 

（５） 電気通信設備およびこれに附帯する設備の研究、開発、製作、設置、運

用、メンテナンス、販売、賃貸ならびにこれらの請負 

（６） 情報処理サービス業および情報提供サービス業 

（７） 前各号に関連するコンサルティングおよびシステム・エンジニアリング 

（８） 国内外の電気通信事業等に関する情報収集、調査研究 

（９） 不動産の賃貸、売買、仲介および管理 

（１０） 情報システムの開発、運用および管理ならびに販売 

（１１） 前各号に附帯または関連する一切の業務 

 

（本店の所在地）  

第３条 当会社は、本店を東京都台東区に置く。 

 

（公告方法）  

第４条 当会社の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

 

（機関構成） 

第５条 当会社は、株主総会および取締役のほか、取締役会および監査役を設置する。 

 

第２章 株 式 

（発行可能株式総数） 



第６条 当会社の発行可能株式総数は１０万株とする。 

 

（株式の譲渡制限） 

第７条 当会社の発行する株式の譲渡による取得については、取締役会の承認を受けなけ

ればならない。 

 

（株式の割当てを受ける権利等の決定） 

第８条 当会社の株式（自己株式の処分による株式を含む。）を引き受ける者の募集にお

いて、株主に割り当てを受ける権利を与える場合には、その募集事項および会社法

第２０２条第１項各号に掲げる事項の決定は、取締役会の決議によって行う。 

 

（株主名簿記載事項の記載または記録の請求） 

第９条 当会社の株式の取得者が株主の氏名等の株主名簿記載事項を株主名簿に記載また

は記録することを請求するには、当会社所定の書式による請求書にその取得した株

式の株主として株主名簿に記載若しくは記録された者またはその相続人その他の一

般承継人と株式の取得者が署名または記名押印し、共同してしなければならない。

ただし、法務省令で定める場合には、株式取得者が単独で上記請求をすることがで

きる。 

 

（質権の登録および信託財産の表示の請求） 

第１０条 当会社の発行する株式につき質権の登録、変更若しくは抹消または信託財産の

表示若しくは抹消を請求するには、当会社所定の書式による請求書に当事者が署名

または記名押印してしなければならない。 

 

（株式取扱規則） 

第１１条 当会社の株式の譲渡承認手続、株主名簿記載事項の記載または記録の請求手続

その他株式に関する取扱いおよび手数料については、法令または定款に定めるほ

か、取締役会において定める株式取扱規則による。 

 

（基準日）  

第１２条 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を

有する株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使する

ことができる株主とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の株主の権利を害しない場合には、同項記載の日の

後に、募集株式の発行、合併、株式交換または吸収分割その他これに準ずる事由に

より当会社の議決権を有する株式を取得した者の全部または一部を、当該定時株主



総会において議決権を行使することができる株主と定めることができる。 

３ 第１項のほか、必要があるときは、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主名

簿に記載または記録されている株主または登録株式質権者をもって、その権利を行

使することができる株主または登録株式質権者とすることができる。 

 

第３章 株主総会 

（招集時期） 

第１３条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に招集し、臨時株主

総会は、必要がある場合に招集する。 

 

（招集者および議長） 

第１４条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、その議長となる。なお、取締役社長

が事故あるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序により、他の取締役が

これにあたる。  

 

（招集通知） 

第１５条 株主総会の招集通知は、当該株主総会の目的事項について議決権を行使するこ

とができる株主に対し、会日の１週間前までに発するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、株主総会は、その総会において議決権を行使することが

できる株主の全員の同意があるときは、会社法第２９８条第１項第３号または第４

号に掲げる事項を定めた場合を除き、招集の手続を経ることなく開催することがで

きる。 

 

（決議の方法）  

第１６条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を

行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該

株主の議決権の過半数をもって行う。 

 

（議決権の代理行使） 

第１７条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を

行使することができる。 

２ 前項の場合において、株主または代理人は株主総会ごとに代理権を証明する書面

を、当会社に提出しなければならない。 

 

（議事録）  

第１８条 株主総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、株主



総会の日から１０年間本店に備え置く。 

 

第４章 取締役および取締役会 

（取締役の員数） 

第１９条 当会社の取締役は、３名以上とする。 

 

（取締役の選任） 

第２０条 取締役は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の

過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の決議によって

選任する。 

２ 取締役の選任については、累積投票によらない。 

 

（取締役の任期） 

第２１条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した取締役の補欠として、または増員により選任された取締役の

任期は、前任者または他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。 

 

（代表取締役および役付取締役）  

第２２条 当会社は、取締役会の決議によって取締役の中から取締役会長および取締役社

長各１名、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各若干名を定めることがで

きる。 

２ 取締役社長は代表取締役とする。このほか取締役会の決議によって前項の役付取締

役の中から代表取締役を選定することができる。 

３ 取締役社長は、取締役会の決議に基づき当会社の業務の執行を統轄する。 

４ 取締役副社長、専務取締役および常務取締役は取締役社長を補佐し、取締役会にお

いて定めた業務を執行する。 

５ 取締役社長が事故あるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序により、他

の取締役がその職務を代行する。 

 

（取締役会の招集権者および議長）  

第２３条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長

となる。 

２ 取締役社長に欠員または事故があるときは、取締役会があらかじめ定めた順序によ

り、他の取締役が取締役会を招集し、議長となる。 

 



（取締役会の招集通知）  

第２４条 取締役会の招集通知は、会日の５日前までに各取締役および監査役に対して発

する。ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を

開くことができる。 

 

（取締役会の決議方法等）  

第２５条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その

取締役の過半数をもって行う。 

２ 決議について特別の利害関係がある取締役は、議決に加わることができない。 

３ 当会社は、取締役会の決議事項について、取締役（当該決議事項について議決に加

わることができるものに限る。）の全員が書面または電磁的記録により同意の意思

表示をしたとき（監査役が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該

決議事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。 

 

（取締役会の議事録）  

第２６条 取締役会の議事録は、法令で定めるところにより書面または電磁的記録をもっ

て作成し、議長ならびに出席した取締役および監査役は、これに記名押印または電

子署名を行う。 

２ 取締役会の議事録は、１０年間本店に備置く。 

 

（取締役会規則）  

第２７条 取締役会に関する事項については、法令および定款に定めのあるもののほか、

取締役会の定める取締役会規則による。 

 

（取締役の責任の一部免除）  

第２８条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、

同法第４２３条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度

内において免除することができる。 

  ２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）との間で、同法第４２３条第１項の責任を法令の定める最低責

任限度額を限度とする契約を締結することができる。 

 

（取締役の報酬等）  

第２９条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の

利益（以下「報酬等」という。）は、株主総会の決議によって定める。 



 

第５章 監査役 

（監査役の員数） 

第３０条 監査役の員数は、１名以上とする。 

 

（監査役の選任） 

第３１条 監査役は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の

過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の決議によって

選任する。 

 

（監査役の任期）  

第３２条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までと

する。 

 

（監査役の責任の一部免除）  

第３３条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、

同法第４２３条第１項の監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限

度内において免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、監査役との間で、同法第４２３

条第１項の責任を法令の定める最低責任限度額を限度とする契約を締結することが

できる。 

 

（監査役の報酬等）  

第３４条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。  

 

第６章 計 算 

（事業年度）  

第３５条 当会社の事業年度は、毎年４月１日より翌年３月３１日までとする。  

 

（剰余金の配当）  

第３６条 剰余金の配当は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載または記録された株

主または登録株式質権者に対し行う。 

２ 剰余金の配当は、その支払確定の日から３年を経過しても受領のないときは、当会

社はその支払義務を免れるものとする。 



３ 未払いの配当金には利息を付けないものとする。 

 

第７章 附 則 

（最初の事業年度） 

第３７条 当会社の最初の事業年度は、当会社成立の日から２０２６年３月３１日までと

する。 

 

（設立時取締役等） 

第３８条 当会社の設立時取締役、設立時監査役および設立時代表取締役は、次のとおり

とする。 

設立時取締役   野口 誠一、杉田 真一、小島 哲、阿部 裕之、坂井 奈穂子、 

早田 雄司 

設立時監査役   佐藤 健一 

設立時代表取締役 野口 誠一 

 

（設立時の本店所在場所） 

第３９条 当会社の設立時の本店所在場所は、東京都台東区池之端一丁目２番１１号とす

る。 

 

（法令の準拠） 

第４０条 この定款に規定のない事項は、全て会社法その他の法令に従う。 

 

（附則の削除） 

第４１条 本章（附則）は、当会社の成立後最初の定時株主総会終結の時をもって、その

全条文を削除するものとする 。 

 

  



別紙 2「承継権利義務明細表」 

 

分割承継資産等は、効力発生日において本事業に属する次に記載する資産、負債および権

利義務とする。分割承継資産等のうち資産および負債については、2025 年 3 月末日現在の

分割会社の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに効力発生日までの増減を

加除したうえで確定する。 

 

1. 新設会社が承継する資産 

(1) 流動資産    現預金２億円 

(2) 固定資産 

① 有形固定資産  なし 

② 無形固定資産  なし 

③ 投資その他資産 なし 

④ 繰延資産    なし 

 

2. 新設会社が承継する負債 

(1) 流動負債     なし 

(2) 固定負債     なし 

 

3. 新設会社が承継する契約 

本事業に関する仕入先、得意先、業務委託先およびその他取引先との契約ならびにその他

承継対象資産、負債に関する一切の契約 

 

4. 新設会社が承継するその他の権利義務 

(1) 許認可 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）に基づく電気通信事業者の登録（登録番号：関

第 112 号）および本事業に関して取得している許可、認可、承認、登録、届出等であって法

令上承継可能なもの 

(2) 知的財産権 

本事業にかかる知的財産権、ノウハウ一切 

以上 

 

 

 


